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えどがわ市民発電プロジェクト「えど･そら３号機」で出資者の方々と 



上下

● 

中之条町に電力を供給する沢渡第１発電所 

山本政雄さん（中之条電力理事） 



全国にある自治体新電力（山本政雄さん発表資料を基に作成） 



● 



http://kouzyousenedogawa.seesaa.net/


予測 実績 予測 実測 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実測 予測 実績 予測 実績

2016年4月 1,141 970 30 29 38.0 33.4 47,922 41,904 1,177 1262 30 29 39.2 43.5 49,434 54,518

2016年5月 1,322 1419 31 33 42.6 43.0 55,524 61,300 1,331 1767 31 29 42.9 60.9 55,902 76,334

2016年6月 1,062 896 30 33 35.4 27.2 44,604 38,707 1,030 1220 30 33 34.3 37.0 43,260 52,704

2016年7月 1,209 935 31 32 39.0 29.2 50778 40,392 1,177 1183 31 32 38.0 37.0 49,434 51,105

2016年8月 1,322 1119 31 30 42.6 37.3 55524 48,340 1,311 1489 31 30 42.3 49.6 55,062 64,324

2016年9月 938 850 30 33 31.3 25.8 39,396 36,720 981 957 30 31 32.7 30.9 41,202 41,342

2016年10月 781 702 31 28 25.2 25.1 32,802 30,326 846 957 31 28 27.3 34.2 35,532 41,342

2016年11月 695 609 30 31 23.2 19.6 29,190 28,900 792 918 30 33 26.4 27.8 33,264 39,657

2016年12月 752 678 31 28 24.3 24.2 31,584 29,289 913 970 31 28 29.5 34.6 38,346 41,904

2017年1月 828 0 31 0 26.7 ##### 34,776 0 999 1481 31 33 32.2 44.9 41,958 63,979

2017年2月 827 0 28 0 29.5 ##### 34,734 0 948 0 28 0 33.9 ##### 39,816 0

2017年3月 996 0 31 0 32.1 ##### 41,832 0 1,066 0 31 0 34.4 ##### 44,772 0

合計 11,873 8,178 365 277 32.5 29.5 498,666 355,878 12,571 12,204 365 306 34.4 39.9 527,982 527,209

表１ えどそら1号実績 表２ えどそら2号実績

発電量ｋｗｈ 日数 売電額1日当たり発電量 売電額 発電量ｋｗｈ 日数 1日当たり発電量

表1　1号の1日当たり発電量（kWh/日） 表2　2号の1日当たり発電量
予測 2013 2014 2015 2016 予測 2013 2014 2015 2016

1月 26.7 24.8 26.0 25.7 32.2 41.8 37.8 41.2
2月 29.5 25.3 31.3 29.7 33.9 39.3 41.2 41.0
3月 32.1 39.4 29.4 32.2 34.4 49.0 45.2 40.7
4月 38.0 45.9 42.9 37.9 33.4 39.2 57.3 45.6 43.5
5月 42.6 51.1 45.2 45.7 43.0 42.9 54.3 57.7 53.5
6月 35.4 36.0 38.4 35.9 27.2 34.3 45.4 49.4 37.0
7月 39.0 40.5 32.0 32.3 29.2 38.0 52.3 44.2 44.6 37.0
8月 42.6 41.5 45.0 38.6 37.3 42.3 50.1 47.3 43.6 49.6
9月 31.3 40.0 27.3 24.2 25.8 32.7 47.5 37.9 30.5 30.9
10月 25.2 26.3 27.9 30.9 25.1 27.3 31.1 34.9 43.0 34.2
11月 23.2 25.6 26.2 23.8 19.6 26.4 37.8 33.1 28.1 27.8
12月 24.3 21.9 22.3 21.4 24.2 29.5 35.9 33.9 30.6 34.6
年 32.5 36.3 33.1 31.5 29.7 34.4 42.0 43.2 41.3 39.7



 

 

 
 

●原発 40 年ルール形骸化 
（2016.10.5 東京新聞） 

 原子力規制委員会は 5 日午後、11 月末に運

転開始から 40 年となる関西電力美浜原発３号

機（福井県）について議論し、耐震工事やケー

ブルの難燃化工事などを進めれば新規制基準を

満たすとの審査書を正式決定した。適合は 8 基

目で、老朽原発では関電高浜原発１、２号機（同

県）に続き 3 基目。運転期間を原則四十年とす

るルールの形骸化が進む。 
 

●鹿児島県知事の原発政策を評価 
（2016.10.6 ＮＨＫ） 

 ＮＨＫが川内原発 30km 圏内の９自治体に

アンケートを行い、鹿児島県の三反園知事の原

発政策について尋ねたところ、多くの自治体が

九州電力から避難対策の追加支援を引き出した

ことなどを「評価する」と答えた。原発が立地

する薩摩川内市と鹿児島市は「要請の詳しい内

容が報道でしか伝わっていない」などとして、

評価について回答しなかった。 
 

●代替フロン規制を採択 
（2016.10.16 日経新聞） 

 ルワンダで開催されたモントリオール議定書

の締約国会議は 15 日、エアコンや冷蔵庫の冷

媒に使われる代替フロンの生産量の段階的な規

制を盛り込んだ改定案を採択し、閉幕した。日

本などの先進国は 2036 年までに、地球温暖化

への影響が大きい代替フロンの生産量を 85％

削減する。参加した 197 カ国・地域のうち 20

カ国以上の批准により、19 年に発効する。 
 

●九州電力、オール電化普及運動を再開 
（2016.10.18 日刊工業新聞） 

 九州電力は、2011 年 3 月 11 日に発生した

東日本大震災を踏まえて見合わせていた「オー

ル電化」の普及キャンペーンを６年ぶりに再開

した。川内原子力発電所（鹿児島県薩摩川内市）

の再稼働などで電力需給に余裕が出てきたため。

電気給湯機など関連機器のメーカーや販売業者

と連携し、電力小売り全面自由化で打ち出した

オール電化向け料金もＰＲする。 
 

●ドイツ原発、政府が廃棄物を貯蔵 
（2016.10.20 ＮＨＫ） 

 脱原発政策を進めるドイツ政府は、主要電力

会社が合わせて 236 億ユーロを国が設立する

基金に拠出することを条件に、政府が放射性廃

棄物の貯蔵に責任を持つことを決めた。原発の

廃炉に向けた作業で出る金属やコンクリートな

どの低レベルの放射性廃棄物と使用済み核燃料

を再処理した高レベルの放射性廃棄物を政府が

管理することになる。 
 

●徳島県で脱炭素条例が成立 
（2016.10.24 日経新聞） 

 温暖化ガス排出量の実質ゼロを目指す徳島県

の「脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推

進条例」案が 24 日、県議会で全会一致で可決、

成立した。条例は県が水素エネルギーの研究や

実用化を促進するなどして温暖化を遅らせる

「緩和策」と、豪雨災害や熱中症といった気候

変動による影響への対策に努める「適応策」が

柱となっている。 

●経産省、東電の原発分社化検討 
（2016.10.25 日経新聞） 

 経済産業省は 25 日午前に開いた「東京電力

改革･1F 問題委員会」で、東京電力ホールディ

ングスの原子力発電事業を分社する案を示した。

持ち株会社が担う原発事業を切り出し、ほかの

電力会社と再編しやすくする。原発の再稼働が

進まないなか、国主導で原発事業の改革に取り

組む姿勢を鮮明にする狙いがある。全原発を分

社するか一部にとどめるかは今後検討する。 
 

●原発、西日本で共同事業 
（2016.10.28 日経新聞） 

 関西電力と九州電力､中国電力､四国電力の４

社は原子力発電所の建設・運営で提携する方向

で検討に入った。共同出資会社の設立を検討し、

老朽化した原発を同じ敷地内で建て替え、建設

後の運営も担う案が有力だ。国内電力市場の競

争が激しくなるなか、原発への巨額の投資負担

を軽くする狙い。電力大手は自由化時代に生き

残るために原発事業の再編に動き出す。 
 

●パリ協定発効、それでも目標壁高く 
（2016.11.4 毎日新聞） 

 国連環境計画は４日発効した地球温暖化防止

の新たな国際枠組み「パリ協定」を巡り、参加

国が掲げる温室効果ガスの削減目標を達成した

場合でも、今世紀末の地球の平均気温は、産業

革命前と比べて 2.9～3.4 度上昇し、2 度未満

に抑えるという協定の目標には届かないとの報

告書を３日公表した。目標達成に向け民間部門

や省エネなどの取り組み強化を促している。 
 

●ベトナム、原発計画を撤回方針 
（2016.11.10 時事通信） 

 ベトナム政府が、南部ニントゥアン省で計画

していた原発建設計画を撤回する方針を決めた

ことが分かった。東京電力福島第１原発事故を

契機に見直し機運が高まり、財政難も加わって

判断した。日本は 2010 年、原発の建設・運営

を受注し、インフラ輸出の代表的な案件と位置

付けてきた。その事業の頓挫は、安倍政権の成

長戦略にとって打撃となる。 
 

●非化石電源市場で制度設計？ 
（2016.11.10 日刊工業新聞） 

 経産省･資源エネルギー庁は９日、有識者会議

を開き、原子力や水力、再生可能エネルギーな

ど非化石電源の環境価値を取引する新市場創設

の制度設計に入った。非化石価値を証書での取

引を可能にする方向だ。同時に FIT 制度に対応

する電気も非化石価値を分離し、賦課金など国

民負担を軽減する狙いもある。新市場は日本卸

電力取引所の下に創設する方向だ。 
 

●COP22 が行動宣言 
（2016.11.18 日経新聞） 

 モロッコで開催中の国連気候変動枠組み条約

第 22 回締約国会議（ＣＯＰ22）は 17 日、す

べての国・地域に地球温暖化対策の加速を求め

る「マラケシュ行動宣言」を発表した。「対策

の後戻りはできない。経済界や市民など全体の

連帯を深める」と強調した。温暖化対策に後ろ

向きなトランプ次期米大統領をけん制する内容

になっている。 
 

●廃炉費用の負担、適切でないと回答 
（2016.11.25 ＮＨＫ） 

 原発廃炉等にかかる費用の一部を送電線の利

用料に上乗せして新たに参入した電力事業者に

負担させるしくみを経産省の委員会が検討して

いることについて、環境団体が調査を行った結

果、事業者の多くが「適切でない」と回答して

いたことが分かった。廃炉費用に詳しい立命館

大学の大島堅一教授は、「電力自由化の趣旨に

反する」と話している。 

●原発電気を新電力に供給 
（2016.12.5 朝日新聞） 

 経産省「電力システム改革貫徹のための政策

小委員会」は５日、大手電力が原発や石炭火発

でつくった安い電気を義務的に新電力に供給さ

せる「新市場」の創設案をまとめた。大手電力

に一定量の供給を義務づける「ベースロード電

源市場」をつくる。2020 年度をめどに新電力

が求める需要の 3 割ほどを提供させる。大規模

設備発電なので、価格は安い可能性が高い。 
 

●温室効果ガス、２年連続減 
（2016.12.6 読売新聞） 

 環境省は、2015 年度の日本の温室効果ガス

排出量（速報値）は、前年度比 3.0％減の 13

億 2100 万トンで、2 年連続で減少したと発表

した。再生可能エネルギーの導入拡大などによ

り、電力由来の CO2 排出が減ったことが影響

した。発表によると、化石燃料を燃やして出る

CO2 は 11 億 4800 万トンで、前年度と比べ

3.5％減った。 
 

●長野県、丸紅子会社に売電 
（2016.12.8 信濃毎日新聞） 

 県企業局は来年４月に運転開始予定の２カ所

の水力発電所で発電する電気について、大手商

社丸紅の子会社「丸紅新電力」に売ることを決

め、契約を結んだ。中部電力以外に売電するの

は初めて。入札は事業者によるプロポーザル方

式で行い、電力の買取価格や財務状況などを踏

まえて決めた。両発電所で発電された電気は小

売電気事業者を通じて都内で使用されるという。 
 

●福島処理費、上振れ 22 兆円 
（2016.12.9 毎日新聞） 

 東京電力福島第１原発事故の処理費用の総額

が 22 兆円に達することが８日、経産省の試算

で分かった。当初想定の 11 兆円から倍増した。

増えた費用の一部は東電を含めた大手電力と新

電力の電気料金に上乗せする方針。試算では、

賠償費用は想定の 5.4 兆円から 8 兆円に増加。

除染と中間貯蔵施設関連は計3.6兆円から6兆

円に、廃炉も 2 兆円から 8 兆円へと膨らむ。 
 

●CO2 排出企業からの投資撤退進む 
（2016.12.16 朝日新聞） 

 CO2 を多く排出する企業から投資の撤退を

決めた機関投資家の運用資産が約 580 兆円に

上ったことが環境ＮＧＯ「350.org」などの調

査でわかった。調査報告書によると、投資の引

き揚げを宣言したのは 12 月時点で、公的年金

基金など 688 団体、個人投資家 5 万 8 千人余

りに及ぶ。保有資産額は、2015 年 9 月時点と

比べて約 2 倍に増えている。 
 

●ニューヨーク近郊の原発閉鎖へ 
（2017.1.10 共同通信） 

 米ニューヨーク州のクオモ知事（民主党）は

９日、ニューヨーク市近郊のインディアンポイ

ント原発を閉鎖することで、電力会社エンター

ジーと合意したと発表した。人口密集地域に近

く危険だとして、知事は廃炉を訴えてきた。２

基の原子炉を 2020～21 年に停止させる。知

事は「ニューヨークの人々の安全を守るため、

合意できたことを誇りに思う」と述べた。 
 

●台湾、2025 年に原発全廃 
（2017.1.12 東京新聞） 

 台湾の立法院（国会に相当）は 11 日、電力

事業の自由化と再生エネルギーの供給拡大で

2025年に原発を完全に廃止する電気事業法の

改正案を可決した。また、改正法には、現在は

公営の台湾電力が独占している電気事業を段階

的に自由化することも盛り込まれた。当面は再

生エネルギーの発電事業を自由化し、台湾電力

が優先的に送電するなどとしている。 
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環境・エネルギー 

８行ニュース 

※報道記事を抜粋したものです 

 



 

 

小金井エクセルギーハウスを訪ねて 
～雨水と太陽熱温水器で「涼温」な部屋を実現 

足温ネット活動日誌 新刊の 

ご紹介

 

● 足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック https://facebook.com/sokuonnet 

小金井市環境楽習館の全景。太陽熱温水器がある 

天井裏下のガラス繊維を濡らし、窓を開けて熱を逃がす 




